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研究成果の概要（和文）：本研究は、従属会社の少数株主保護という観点から、イギリスおよび日本における規
制について、比較、検討をし、日本法への示唆を得た。本研究では、支配従属関係が再編される局面を考慮し
て、イギリスにおいて企業組織再編のために機能する法制度を考察し、また、支配従属関係にある会社間におい
てなされる取引の公正性を確保するための法制度を考察し、日本法への示唆を提示した。

研究成果の概要（英文）：This research examines legal frameworks of the UK and Japan for the 
protection of minority shareholders of subsidiary companies. This reserach takes a look at, first, 
the legal system of Arrangement and Reconstrution under the Companies Act 2006 of the UK in 
consideration of reorganizing controlling and controlled relationship of companies, and second, 
legal frameworks to ensure the fairness when transaction is done between controlling companies and 
controlled companies, and then, submits some suggestions to adopt regulations to protect minority 
shareholders of subsidiary companies. 
  

研究分野：会社法
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、主にイギリス法における従属会社の少数株主保護を目的とした法規制について考察をするものであ
る。これまでの日本における結合企業法制度についての比較法研究は、主にドイツ法およびアメリカ法を対象と
して進められている。本研究の意義は、イギリス法における従属会社の少数株主保護に関する研究分野について
考察をし、日本法への示唆を提示する点である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景  

日本においては、平成 17 年に会社法が成立し、組織再編について規制を緩和した会社法につい

て、同法が成立する際に、結合企業法制度の検討が課題であるという附帯決議が議会において付

された。平成 20年に開催された日本私法学会第 72回大会では、「企業結合法の総合的研究」と

題したシンポジウムが開催され、結合企業法制度について議論がされた。平成 26 年の会社法の

改正においては、結合企業に関連した制度として、多重代表訴訟が導入されたが、これは、支配

会社（親会社）側の株主保護のための制度である。従属会社における少数株主等の保護は、長い

間、議論されているが、依然として従属会社の少数株主保護のための法規制の整備は進んでいな

い。 

本研究の研究代表者は、結合企業法制について、主に日本法およびイギリス法について比較検討

をするという研究活動をしている。研究代表者は、平成 21 年度に、全国銀行学術研究振興財団

より助成を受けて、『影の取締役の基礎的考察』（多賀出版、2009 年）（以下、本応募書類にお

いて、書籍という。）を公表し、同年度 10 月には、日本私法学会第 73 回大会において、書籍に

基づいて「イギリスにおける影の取締役制度」と題して研究報告をした。研究代表者は、結合企

業法制度の研究活動について、平成 22 年の助成として、全国銀行学術研究振興財団より研究助

成を受けた。また、研究代表者は、上記の書籍により、平成 23年に第 15回大隅健一郎賞を受賞

した。研究代表者は、「支配会社の従属会社の労働者利益への配慮義務に関する考察」法学雑誌

59巻 1号 36 頁～92頁（2012 年）、「イギリスにおける企業組織再編制度」沖縄法政研究 13号 43

頁～68頁（2010年）および「イギリス法における事業の移転と労働者保護」ビジネス法務 11 巻

1 号 113 頁～116 頁（2011 年）を公表し、イギリス法における結合企業に関する規制について、

会社法の視点から労働者保護のための規制を検討した。さらに、研究代表者は、「イギリス会社

法におけるスクイーズ・アウトとセル・アウトに関する考察」北村雅史＝高橋英治編『グローバ

ル化の中の会社法改正』法律文化社 272 頁～293 頁（2014年）、「イギリス会社法における監

査役制度に関する考察」静岡大学法政研究 20巻 1 号 1（68）頁～27（42）頁（2015 年）、「イ

ギリス会社法における検査役制度に関する考察」静岡大学法政研究 20巻 3号 339（98）頁～374

（63）頁（2016年）および「従属会社の少数株主の退出に関する考察」静岡大学法政研究 20 巻

4 号 1（160）頁～30（131）頁（2016年）等を公表し、イギリスにおける法制度について検討を

加え、日本における従属会社の少数株主保護について、日本法への示唆を提示してきた。本研究

は、以上のような研究代表者のこれまでの研究活動および研究成果を基礎にして、従属会社の少

数株主保護を目的とした法規制について、イギリス法を中心とした外国法からの示唆を得る形

により、日本における従属会社の少数株主保護のための法規制の将来像を提示する。 

 
２．研究の目的 

本研究は、以上のようなこれまでの研究代表者の研究活動および研究成果を基礎にして、従属会

社の少数株主保護という観点から、イギリスおよび日本を中心とした欧米諸国における企業組

織再編に関する規制、支配会社への責任規制等の法規制について、比較、検討し、日本法への示

唆として、日本における従属会社の少数株主保護のための規制を提示し、さらに、本研究の研究

成果を基礎にして、日本における従属会社の少数株主保護のための総合的な規制を提示するこ

とを目的とする。日本においては、これまでの従属会社の少数株主保護のための法制度の研究は

ドイツ法とアメリカ法を中心として行われている。本研究は、イギリス法について研究し、これ

まで日本において展開されているドイツ法、アメリカ法およびイギリス法を比較検討すること



により、従属会社の少数株主保護を目的とした法規制を提示する。 

 
３．研究の方法 

本研究は、従属会社の少数株主保護という観点から、イギリス法および日本法の比較および検討

をし、日本法への示唆を得るという方法で研究を行う。本研究は、（1）企業組織再編に関する規

制、（2）従属会社における開示に関する規制についての考察という構成をとる。本研究において

は、第一に、上記（1）について、イギリス法および日本法の文献を精読し、両国の制度を比較

検討し、研究成果として論文を公表している。第二に、上記（2）について、上記（1）と同様の

方法で、研究を進め、研究成果を論文として公表している。 

 

４．研究成果 

（1）企業組織再編に関する規制 

会社法においては、企業グループの再編成が行いやすい法制度を整備している。組織再編制度を

用いることにより、従属会社から少数株主が締め出され、従属会社に少数株主が存在しなくなる

という意味で、支配従属関係は解消される。独立当事者間の組織再編行為とは異なり、支配従属

関係の解消を実現する組織再編行為については、長年支配従属関係にある会社どうしが取引を

繰り返し、取引を通じて従属会社の企業価値が不当に低下されていたという状況で両社が合併

する場合には、公正な合併比率が定められることが確保されるべきであること、合併比率の交渉

について支配会社が従属会社の取締役に対し影響力を行使しうることから、合併比率の公正に

疑念が生じやすく、従属会社の少数株主保護が考慮されるべきであること、さらに、従属会社の

取締役会が支配会社の影響力の下にあることから、当事会社に関する情報が企業内部情報とし

て株主に開示されない危険があることが指摘されている。以上のようなことが指摘されている

企業組織再編行為に関して従属会社の少数株主保護の必要性を意識して、イギリス会社法にお

ける整理および改造制度について研究を加え、日本法の示唆として、支配会社および従属会社間

の組織再編行為については専門家の報告書の作成と株主への開示等の必要性を提示している。 

 

（2）従属会社における開示に関する規制 

支配会社と従属会社との間の取引は、支配会社が支配的地位を利用して従属会社に損害を被ら

せる一方、自らは利益を得るという危険が存在しており、従属会社の少数株主保護が考慮される

べき行為の一つである。従属会社の少数株主保護を強化するために、支配会社と従属会社間の取

引に関して、一定の要件を充たす場合には、支配会社に対し従属会社への損害賠償の責任を課す

という責任規制を設けることも考えられる。仮にそのような責任規制があれば、その規制に基づ

いて責任追及するために、または責任追及するかどうかを決めるために、従属会社の少数株主は

情報収集をする必要がある。開示制度は、これを助けるために機能することを求められる。また、

開示制度が、支配会社と従属会社間における不当な条件での取引等の存在の発覚の可能性を高

めるのであれば、同制度は、そのような発覚を恐れる支配会社によるそのような条件での取引等

の実現を抑止するためにも機能するであろう。このような問題意識に基づいて、イギリス会社法

における利益相反取引に関する開示規制について考察を加え、日本法への示唆として、支配会社

および従属会社間の取引のうち重要な財産の取引についての開示の必要性、支配会社および従

属会社間の取引に関する取引の条件等について従属会社側に情報が残り、この情報は監査役の

監査や株主の閲覧謄写請求の対象となる仕組みの必要性を提示している。 

 

以上の分野についての本研究の成果の特色には、イギリス法における従属会社の少数株主保護



を目的とした法規制について比較研究を行う点がある。本研究は、研究代表者のこれまでの研究

活動を基礎にして、イギリス法における従属会社の少数株主保護に関連づけられる少数株主保

護について考察を進める。上述のように、これまでの日本における結合企業法制度についての比

較法研究は、主にドイツ法およびアメリカ法を対象として進められている。本研究は、イギリス

法における従属会社の少数株主保護に関する研究分野について考察を行うものであり、本研究

の考察および研究代表者のこれまでの研究成果に基づいて、日本における従属会社の少数株主

保護を強化するための法規制を提示している。 

本研究では、上記の（1）企業組織再編に関する規制および（2）従属会社における開示に関する

規制について研究成果を提示している。本研究成果の意義は、研究代表者のこれまでの研究活動

に基づきイギリス法における法制度について研究が進められ、これまでの研究成果とともに、日

本の結合企業法制度において多方面における分野について研究成果が公表されていることであ

る。本研究は、日本における従属会社の少数株主保護について将来の立法のための提言をしてい

る。 
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